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１号機

２号機

３号機

敷地高さ:13.8m
(地震前14.8m)

1. 女川原子力発電所の概要

設備の概要

1号機 2号機 3号機

定格電気出力 ５２万４千kW ８２万５千kW ８２万５千kW

営 業 運 転

開 始 年 月
1984年6月 1995年7月 2002年1月

原 子 炉 型 式 沸騰水型軽水炉（BWR）
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1.1 津波による主な被害（1/2）
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１号機重油タンク
（倒壊）

２号機 原子炉建屋
付属棟（海水流入）

敷地高さ：１３.８ｍ
（地震前 １４．８ｍ）

津波高さ：約１３ｍ ⇒ 敷地面に津波至らず

� 津波最大波到達時刻：15時29分
（地震発生から43分後）

� 港湾部の重油タンクが流出

� ２号機建屋内に海水が流入

⇒ 速やかに放射能なしを確認

� 周辺地域は壊滅的被害 ⇒ 周辺地域の方が発電所へ避難
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B1

B2

B3

津波 : 13m

敷地高さ: 14.8m – 1m ( 沈下)

取水口

ポンプピット

水位トランスミッタ

RSW (B)
ポンプ

浸水パス 配管・ケーブル など

熱交換器

RCW (B) 及び HPCW ポンプ

原子炉建屋

RCW(A) ポンプに問題はなかった

EDG

EDG :非常用ディーゼル発電機
RSW :原子炉補機冷却海水系
RCW :原子炉補機冷却水系
HPCW :高圧炉心スプレイ補機冷却水系

3

■3月11日に発生した津波による影響 (非常用Ｄ/Ｇの冷却システムの浸水）

津波高さ(m)

敷地高さ 14.8 

3.11 津波 13(1mの沈下考慮)

津波高さ試算値
（土木学会手法による津波評価試算値(平成14年)） 13.6

1.1 津波による主な被害（2/2）



TOHOKU ELECTRIC POWER CO., INC.

4

B1

B2

B3

設計基準津波: 23.1m

取水口

配管・ケーブル など

熱交換器

RCW (B) 及び HPCW ポンプ

原子炉建屋

EDG

防潮堤 29m

水密扉

防潮壁

水密扉

・設計基準津波高さ： 23.1m
・設計基準：敷地は設計基準津波により浸水しない設計とする

⇒津波ＰＲＡにおいては，設計基準の対策を考慮した

貫通孔対策

■3月11日に発生した津波を踏まえた対策

2.女川原子力発電所２号機の津波対策 (1/3)

閉止板の取り付け
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海抜 29m

敷地高さ(13.8m)

海側敷地側

■津波対策（防潮堤）

2.女川原子力発電所２号機の津波対策 (2/3)

緊急安全対策として実施
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■防潮堤の状況

２０１６年２月撮影

２０１２年９月撮影 ２０１４年１１月撮影２０１４年３月撮影 ２０１５年８月撮影

2.女川原子力発電所２号機の津波対策 (3/3)

２０１７年６月撮影

海抜約２９ｍ
２０１７年４月撮影
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外部事象津波レベル１ＰＲＡは，一般社団法人日本原子力学会発行の「原子力発電所に対する津波を起因とし
た確率論的リスク評価に関する実施基準：２０１１」に準拠した手法に評価した。

3. 津波PRA (1/9)

■ＰＲＡ手法

プラント構成・特性
及びサイト状況の調査

事故ｼﾅﾘｵの同定

建屋・機器
フラジリティ評価

津波高さ累
積

機
能

喪
失

確
率

1.0
確率論的津波ハザード

津波高さ

年
超

過
確

率

事故シーケンス評価

・起因事象
・事故ｼﾅﾘｵの明確化
・イベントツリー作成
・炉心損傷頻度の算出

・プラントへの影響が同等となる津波
高さを分類し，代表的な津波高さに
対して敷地内氾濫解析を実施し，フ
ラジリティを評価。
・敷地内氾濫解析の結果を踏まえ，
建屋内への津波の浸水解析を実施
し，フラジリティを評価
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津波高さ (m)

年
超

過
確

率
(/

年
)

■津波ハザード

1.E-07

1.E-06

1.E-05

1.E-04

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

0 10 20 30 40 50

防潮堤高さ(29m)
以上の津波が
発生する確率
：1×10-5/年程度

・原子力学会標準に示される日本海溝及び千
島海溝（南部）沿いの津波発生領域に加え，
2011年東北地方太平洋沖地震から得られた
知見等を踏まえ，典型的なプレート間地震と
津波地震の連動型地震を考慮した。

・津波発生領域のうち，敷地に及ぼす影響が大
きい領域を評価対象として選定した。

3. 津波PRA (2/9)

29m ： 防潮堤高さ

38.6m ：防潮堤機能喪失を想定

女川

原子力発電所

“ 三陸海岸”

日本海溝

千島海溝
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・プラントへの影響が同等となる津波高さを分類し，代表的な津波高さとして２９ｍ，３５．２ｍ及び３８．６ｍに対して敷地
内氾濫解析を実施し，建屋・機器フラジリティを評価。

3. 津波PRA (3/9)

■建屋機器フラジリティ評価（津波分類）

津波高さ 29.0m 津波高さ 35.2m 津波高さ 38.6m

・機能喪失する機器なし

■以下の機器が機能喪失

・変圧器

・RSW, HPSW
・非常用Ｄ/Ｇ (燃料輸送ポンプ)

■以下の機器が機能喪失

・変圧器

・RSW, HPSW
・非常用Ｄ/Ｇ (燃料輸送ポンプ)

１．敷地内氾濫解析

２．建屋内への津波浸水解析

1F

B1F

B2F

B3F

“堰” により，B1F以下
への流下は防止される

RCIC

管理区域 非管理区域

1F

B1F

B2F

B3F
RCIC

管理区域 非管理区域津波高さ 35.2m

・機能喪失する
機器なし

津波高さ 38.6m

・RCIC機能喪失

■津波分類
①津波高さ 29.0～35.2m
②津波高さ 35.2～38.6m
③津波高さ 38.6m～
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津波高さ (m)

年
超

過
確

率
(/

年
)

■津波分類毎の発生頻度

1.E-07

1.E-06

1.E-05

1.E-04

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

0 10 20 30 40 50

①【29～35.2m】
7.8×10-6/年

②【35.2～38.6m】
6.2×10-7/年

③【38.6m ～ 】
2.9×10-7/年

3. 津波PRA (4/9)

【29m ～ 35.2m】

� 防潮堤超波により，変圧器，RSW, 
HPSW及び非常用Ｄ/Ｇ (燃料輸送ポン
プ)が機能喪失

【35.2m ～ 38.6m】

� 防潮堤超波により，変圧器，RSW, 
HPSW及び非常用Ｄ/Ｇ (燃料輸送ポン
プ)が機能喪失

� 建屋内への津波の浸水が発生した場合
には，RCICが機能喪失する

【38.6m ～】
� 防潮堤機能喪失により，直接炉心損傷

に至る事象と整理
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・津波高さ～ 29.0m
津波高さ29ｍまでについては，

設備の機能喪失は発生しない

内部事象と同様
(津波ＰＲＡの対象外)

3.津波PRA (5/9)

（イベントツリー）

■敷地内浸水解析(1)

海側
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【津波分類①】29.0～35.2m [ 7.8×10-6/年 ]

・変圧器

・RSW, HPSW
・非常用Ｄ/Ｇ
(燃料輸送ポンプ)

以下の設備は津波

により機能喪失すると想定

変圧器

RSW,HPSW燃料輸送ポンプ

３.津波PRA (6/9)

■敷地内浸水解析(２)

海側
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【津波分類②】35.2～38.6m [6.2×10-7/年]

変圧器

RSW,HPSW燃料輸送ポンプ

津波高さ38.6m以上については，防潮

堤が倒壊する等の大規模な損傷が発
生し，津波が敷地内及び建屋内に大量
に浸水することにより，全ての緩和系が
喪失して炉心損傷に至ると想定した。

> 38.6m

３.津波PRA (7/9)

【津波分類③】38.6m～ [2.9×10-7/年]

・変圧器

・RSW, HPSW

・非常用Ｄ/Ｇ

(燃料輸送ポンプ)

(津波高さ～35.2mと同様)

以下の設備は津波

により機能喪失すると想定

■敷地内浸水解析(３)

海側

※ 38.6m津波が発生し，扉が開い
ている場合，その後の緩和系
の状態が35.2m津波と異なる
⇒次ページにて説明

※

※

※
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津波分類① (29.0～35.2m )

浸
水

深

時間

(建屋内への流入

量41m3)

ハッチ，階段
及びエレベー
タを通じて流
下する

“水密扉” によりRCIC室
への流入を防止

“開状態” を想定。

建屋から外に退避する際
に扉を閉め忘れることを想
定。

津波分類② (35.2～38.6m )

ハッチ，階段
及びエレベー
タを通じて流
下する

浸水浸が水密扉の許容
限界を超えるため，
RCIC室へ流入する。

●浸水浸は総流入量を各フロアの面積で割ることで算出
した。

●実際には，流入した水は同じエリアに留まり続けること
なく流下するため，保守的な評価となっている。

・ 津波発生時に外壁扉の閉め忘れによる，原子炉建屋及び制御建屋内の浸水について評価.

扉 35.2 38.6

RCIC
閉 ○ ○

開 ○ ×

3.津波PRA(8/9)

38.6m

流入量
(1,472m3)

流入量
(178m3)

流入量
(1,327m3)

1F

B1F

B2F

B3F
RCIC

管理区域 非管理区域

1F

B1F

B2F

B3F

“堰” により，B1F以下
への流下は防止される

RCIC

管理区域 非管理区域

Via drain

■建屋内浸水解析
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■津波ＰＲＡの結果，炉心損傷頻度に対して支配的なシーケンスは

長期ＴＢとなった

■津波高さ毎の全炉心損傷頻度への寄与割合では，津波分類①

（ 29.0～35.2m ）が支配的となった

“長期TB※ (SBO+RCIC 機能喪失(直流電源枯渇))”

空冷のGTG (ガスタービン発電機) (高台設置)

“SBO” は 変圧器の機能喪失による外部電源喪失， “RSW” 及び
“HPSW”の機能喪失による非常用ＤＧの機能喪失により発生する。

３.津波PRA (9/9)

津波分類(m)

【支配的なシーケンス】

※

7.8×10-6

長期TB

29-35.2m

・津波の影響を受けず，かつ，海水をヒートシンクとない電源機能の
強化が重要となる

津波高さが35.2m以上であり，かつ，外壁扉が開いていた場合，原子

炉への注水手段がなくなるため，“電源機能の強化”では対応できない。

⇒“ 外壁扉の誤開放防止対策“ が重要な対策となる。. 

※防潮堤機能喪失

■津波PRA 結果

電源喪失に
関する事故
シーケンス

「外壁扉の誤開放防止
対策」が重要

96.1%

事故シーケンス毎の全炉心損傷頻度への寄与割合

89.5%

CDF:8.7×10-6/炉年

津波高さ毎の全炉心損傷頻度への寄与割合

※全ての非常用D/Gが機能喪失の状態において，RCICによる注
水を継続しているが，長時間経過後直流電源の機能喪失し，
炉心損傷に至るシーケンス

【支配的な津波分類】

“長期TB※ (SBO+RCIC 機能喪失(直流電源枯渇))”

①

②

③
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４. 結論

■津波ＰＲＡを実施することで，ＰＲＡの知見を踏まえた対策を抽出した。

・支配的なシーケンスは，長期ＴＢ
⇒ “津波の影響を受けず，かつ，海水をヒートシンクとしない電源機能の強化が重要”
⇒空冷のGTG（ガスタービン発電機）

・”外壁扉の閉め忘れ”が発生した場合，RCICによる注水機能が喪失する
⇒外壁扉の誤開放防止対策

■ＳＡ（シビアアクシデント）対策設備を考慮した津波ＰＲＡを実施することに

より，ＳＡ対策設備を踏まえたリスクプロファイルを把握するとともに，他のＰ
ＲＡ結果も踏まえ，更なる自主的安全性向上への取り組みを継続していく。

（参考２参照）

■更なる津波リスクの備えとして，既設の交流電源設備に加え，ＳＡ対策として設
置する交流電源設備の機能喪失および，常設の注水機能が喪失した場合に備えた
対応について，更なる安全性の向上として検討を開始。（参考３参照）
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17参考１ 敷地高の設定経緯

• 1号機の設計時に，想定津波を3mとしつつも，専門家を含む社内の
「海岸施設研究委員会」において，「貞観津波（869年）や慶長津波
（1611年）などを考えれば津波はもっと大きくなることもあるだろ
う」といった議論を経て，敷地の高さを14.8mと決定。

• 現在は，想定津波23.1ｍを設定するとともに，余裕を見て海抜29ｍ
の防潮堤を建設中。

新知見に対する対応

年 津波評価手法 想定津波高さ 想定津波への対応

1970
女川１号
設置許可申請時

文献調査 3m
• 敷地高さ 14.8m
• 海水ポンプ室のピット化

1987
女川２号
設置許可申請時

・津波シミュレーション
・貞観津波の痕跡調査

9.1m
• 敷地海側の法面防護工の設置

(9.7m)

1994
女川３号
設置許可申請時

・津波シミュレーション 9.1m
• 敷地海側の法面防護工の設置

(9.7m)

2002 土木学会手法による津波評価試算 試算値：13.6m • 敷地高さに満たない

2011 東北地方太平洋沖地震による津波 (測定値：13m)
• 緊急安全対策として防潮堤設置

（17m）

現在 東北地方太平洋沖型の地震による津波 23.1ｍ • 防潮堤建設中（２９ｍ）



TOHOKU ELECTRIC POWER CO., INC.

18
参考２ ＳＡ込の津波ＰＲＡ

図 ＳＡ込みの津波ＰＲＡで考慮する範囲

表 津波分類毎の炉心損傷頻度の内訳

■ＳＡ対策が無い場合においては，防潮堤（２９ｍ）

を超えて敷地内浸水した津波による全交流動力電

源喪失を緩和できず，必ず炉心損傷に至るシーケ

ンスであったが，ＧＴＧ及び電源車を期待できるよう

になったため，津波分類１及び津波分類２において，

炉心損傷頻度が低下した。



TOHOKU ELECTRIC POWER CO., INC.

19
参考３ 更なる安全向上の観点から（防潮堤を越える津波への対応）

1号

2号

3号

高台淡水貯水槽

O.P.+13.8m

O.P.+50m

O.P.+29.0ｍ

� 決定論的に，外部電源および非常用ﾃﾞｨｰｾﾞ

ﾙ発電機が使用できない前提で，更に

29.0mの防潮堤を越える津波を想定しても，

原子炉への注水が維持できる対策を検討中。

� ここでの想定津波高さは，防潮堤を数メート

ル越える津波を考慮し，対策の実現性につ

いて検討を進めている（基準津波に対して発

生頻度で１オーダー程度低い高さを考慮）。

防潮堤を越える津波に対する自主的な取組みの検討

�外部電源，EDG及びGTGが使用できないことを想定し，交流電源を必要としない，RCICで注水し，原子炉を高圧状態で維持

�津波の影響が無い高台等の可搬型重大事故対処設備の保管場所から，送水ポンプ車を移動し，原子炉建屋の接続

�送水ポンプ車の接続が完了した時点で，原子炉を減圧し低圧状態の原子炉へ注水を実施

�ある時間を経過した段階でGTGからの電源供給が可能となる場合には，格納容器の除熱は残留熱除去系により可能

�残留熱除去系の使用が困難な場合には，格納容器圧力逃し装置による除熱が可能

防潮堤を数メートル越える津波を想定


